
（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 24,910,694

①生活インフラ・国土保全 94,080,111 (2) 長期未払金

②教育 62,403,770 ①物件の購入等

③福祉 6,206,125 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 29,755,702 ③その他

⑤産業振興 1,788,949 長期未払金計 1,552,156

⑥消防 2,176,489 (3) 退職手当引当金 9,224,946

⑦総務 15,831,066 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産合計 212,242,212 固定負債合計 35,687,796

(2) 売却可能資産 2,857,535

公共資産合計 215,099,747 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 3,204,447

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 89,103

①投資及び出資金 14,645,450 (4) 翌年度支払予定退職手当 934,962

②投資損失引当金 △ 212,875 (5) 賞与引当金 564,306

投資及び出資金計 14,432,575 流動負債合計 4,792,818

(2) 貸付金 2,202,027

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 40,480,614

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 7,053,206

③土地開発基金 2,673,270 [純資産の部]

④その他定額運用基金 3,579,207 １　公共資産等整備国県補助金等 20,824,594

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 13,305,683 ２　公共資産等整備一般財源等 209,617,476

(4) 長期延滞債権 1,349,061

(5) 回収不能見込額 △ 304,859 ３　その他一般財源等 △ 16,339,581

投資等合計 30,984,487

４　資産評価差額 807,332

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 214,909,821

①財政調整基金 5,939,068

②減債基金 1,530,701

③歳計現金 1,351,435

現金預金計 8,821,204

(2) 未収金

①地方税 567,715

②その他 15,289

③回収不能見込額 △ 98,007

未収金計 484,997

流動資産合計 9,306,201

資　　産　　合　　計 255,390,435 負 債 ・ 純 資 産 合 計 255,390,435

普通会計　貸借対照表
（平成２２年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

1,552,156

0

0



※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち18,165,493千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれている

　　　ものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 48,912,222 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 28,252,991 千円 28,252,991 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 5,993,989 千円 1,641,259 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 4,505,334 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 0 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 10,159,908 千円 10,159,908 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円 千円

　基金等将来負担軽減資産 55,807,134 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 22,812,718 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 10,956,673 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 22,037,743 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 △ 6,894,912 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は118,601,300千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は97,733,948千円です。

※６　売却可能資産の範囲は普通財産を基本とし、個別に売却可能性を判断した上で固定資産税評価額をもって計上しています。
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3,552,685

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

0

0

【（翌年度償還予定）地
方債・（長期）未払金・引

当金】

【契約債務・
偶発債務】

4,352,730

4,505,334

0

0



　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・
国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議会 支 払 利 息
回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 8,204,039 23.2% 664,047 1,599,405 1,437,558 821,105 133,632 767,912 2,473,338 307,042 0

（２）退職手当引当金繰入等 1,569,538 4.4% 151,304 245,143 187,935 125,105 4,194 148,867 652,206 54,784 0

１ （３）賞与引当金繰入額 564,306 1.6% 45,596 110,322 99,261 56,600 9,255 52,819 169,348 21,105 0

小　　計 10,337,883 29.2% 860,947 1,954,870 1,724,754 1,002,810 147,081 969,598 3,294,892 382,931 0

（１）物件費 6,208,603 17.6% 507,986 1,502,669 1,166,025 1,614,270 119,607 124,217 1,156,223 17,606 0

（２）維持補修費 405,995 1.1% 110,524 72,152 31,568 164,412 7,822 1,840 17,677 0

（３）減価償却費 4,718,270 13.3% 1,264,262 1,236,393 206,070 1,494,652 88,690 128,015 300,188 0

小　　計 11,332,868 32.1% 1,882,772 2,811,214 1,403,663 3,273,334 216,119 254,072 1,474,088 17,606 0 0

（１）社会保障給付 5,081,459 14.4% 87,356 4,987,778 6,325

（２）補助金等 3,877,015 11.0% 27,289 407,634 1,072,661 107,987 139,406 36,541 2,073,438 12,059 0

３ （３）他会計等への支出額 4,068,982 11.5% 483,656 0 3,148,550 435,468 1,308 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

95,630 0.3% 30,076 0 16,501 0 1,472 0 47,581 0 0

小　　計 13,123,086 37.1% 541,021 494,990 9,225,490 549,780 142,186 36,541 2,121,019 12,059 0

（１）支払利息 499,042 1.4% 499,042

（２）回収不能見込計上額 58,947 0.2% 58,947

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小　　計 557,989 1.6% 0 0 0 0 0 0 0 0 499,042 58,947 0

35,351,826 3,284,740 5,261,074 12,353,907 4,825,924 505,386 1,260,211 6,889,999 412,596 499,042 58,947 0

（　構　成　比　率　） 9.3% 14.9% 34.9% 13.7% 1.4% 3.6% 19.5% 1.2% 1.4% 0.2% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 928,684 161,985 61,488 204,233 262,779 30 533 58,743 0 0 0 178,893

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 244,457 220 5,673 204,493 29,331 369 0 4,327 0 0 0 44

1,173,141 162,205 67,161 408,726 292,110 399 533 63,070 0 0 0 178,937

ｄ／ａ 3.32% 4.9% 1.3% 3.3% 6.1% 0.1% 0.0% 0.9% 0.0% 0.0% 0.0%

34,178,685 3,122,535 5,193,913 11,945,181 4,533,814 504,987 1,259,678 6,826,929 412,596 499,042 58,947 0 △ 178,937

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト　　ａ－ｄ

普通会計　行政コスト計算書
自　平成２１年４月 １ 日

至　平成２２年３月３１日

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ



（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 215,503,721 20,503,351 208,692,838 △ 14,945,466 1,252,998

純経常行政コスト △ 34,178,685 △ 34,178,685

一般財源

地方税 22,620,498 22,620,498

地方交付税 130,983 130,983

その他行政コスト充当財源 3,364,889 3,364,889

補助金等受入 7,606,549 839,015 6,767,534

臨時損益

災害復旧事業費 △ 15,910 △ 15,910

公共資産除売却損益 45,626 45,626

投資損失 △ 19,728 △ 19,728

科目振替

公共資産整備への財源投入 0 1,714,607 △ 1,714,607

公共資産処分による財源増 0 297,543 △ 297,543

貸付金・出資金等への財源投入 0 2,236,012 △ 2,236,012

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 1,134,644 1,134,644

減価償却による財源増 0 △ 517,772 △ 4,200,498 4,718,270

地方債償還に伴う財源振替 0 2,328,888 △ 2,328,888

資産評価替えによる変動額 △ 148,123 △ 148,123

無償受贈資産受入 0

その他 1 1

期末純資産残高 214,909,821 20,824,594 209,617,476 △ 16,339,581 807,332

普通会計　純資産変動計算書
自　平成２１年４月　１日

至　平成２２年３月３１日



（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

普通会計　資金収支計算書
自　平成２１年４月　１日

至　平成２２年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

10,041,929

6,208,603

5,081,459

3,877,015

499,042

3,419,211

421,905

29,549,164

22,457,827

130,983

6,750,420

910,590

230,070

1,015,552

1,638,700

1,563,386

2,258,356

36,955,884

7,406,720

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

2,807,222

304,297

3,207,149

856,129

95,630

253,600

336,025

7,439

1,453,193

△ 1,753,956



投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報

① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

② 平成２１年度における一時借入金の借入限度額は1,500,000千円で

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額

　繰越金 △

　地方債発行額 △

　財政調整基金等取崩額 △

　支出総額 △

　地方債償還額

　財政調整基金等積立額

　　基礎的財政収支

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

1,391,102

550,000

1,735,845

695,301

3,147,559

6,172,930

44,225

1,351,435

343,169

111,853

480,499

△ 5,692,431

△ 39,667

25,477

559,053

1,953,687

39,770,678

881,102

1,892,300

830,000

38,419,243

3,646,601


